
議案第５９号  

 

   秦野市国民健康保険税条例の一部を改正することについて 

 

 秦野市国民健康保険税条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

  令和５年１１月３０日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

 全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一

部を改正する法律の施行に伴う地方税法施行令の一部改正により、出産する被

保険者に係る産前産後期間相当分の所得割額及び均等割額を減額するため、改

正するものであります。 





 

 

秦野市条例第  号  

 

   秦野市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 秦野市国民健康保険税条例（昭和３０年秦野市条例第２６号）の一部を次の

ように改正する。 

 第１６条に次の１項を加える。 

３ 保険税の納税義務者の属する世帯に地方税法施行令（昭和２５年政令第 

２４５号）第５６条の８９第４項に規定する出産被保険者（以下「出産被保

険者」という。）がある場合におけるその納税義務者に対して課する所得割

額及び被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合

にあっては、その減額後の被保険者均等割額）は、その所得割額及び被保険

者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれの各号に定める額

を減額して得た額（その減額して得た額が、第３条第２項ただし書、同条第

３項ただし書及び同条第４項ただし書に規定する額を超える場合には、その

額）とする。 

 (1) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額 第４条の規

定により算定した所得割額の１２分の１の額に、出産被保険者の出産の予

定日（地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号）第２４条の３０

の５に定める場合には、出産の日）の属する月（以下「出産予定月」とい

う。）の前月（多胎妊娠の場合には、３か月前）から出産予定月の翌々月

までの期間（以下「産前産後期間」という。）のうちその年度に属する月

数を乗じて得た額 

 (2) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 第

５条に規定する被保険者均等割額の１２分の１の額に、出産被保険者の産

前産後期間のうちその年度に属する月数を乗じて得た額として、次に掲げ

る世帯の区分に応じ、それぞれ出産被保険者１人について次に定める額 

 ア 第１項第１号アに規定する金額を減額した世帯 

  (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，２２０円 

  (ｲ) 多胎妊娠の場合 ３，３３０円 

 イ 第１項第２号アに規定する金額を減額した世帯 

  (ｱ) 単胎妊娠の場合 ３，７００円 

  (ｲ) 多胎妊娠の場合 ５，５５０円 
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 ウ 第１項第３号アに規定する金額を減額した世帯 

  (ｱ) 単胎妊娠の場合 ５，９２０円 

  (ｲ) 多胎妊娠の場合 ８，８８０円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 

  (ｱ) 単胎妊娠の場合 ７，４００円 

  (ｲ) 多胎妊娠の場合 １１，１００円 

 (3) 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割

額 第７条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、出産被保

険者の産前産後期間のうちその年度に属する月数を乗じて得た額 

 (4) 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 第８条に規定する被保険者均等割額の１２分の１の額に、出

産被保険者の産前産後期間のうちその年度に属する月数を乗じて得た額と

して、次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ出産被保険者１人について

次に定める額 

  ア 第１項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ８２０円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 １，２３０円 

  イ 第１項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 １，３６７円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ２，０５０円 

  ウ 第１項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，１８７円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ３，２８０円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，７３４円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ４，１００円 

 (5) 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の所得割額 第 

  １０条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、出産被保険者

の産前産後期間のうちその年度に属する月数を乗じて得た額 

 (6) 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保険者均等割

額 第１１条に規定する被保険者均等割額の１２分の１の額に、出産被保

険者の産前産後期間のうちその年度に属する月数を乗じて得た額として、

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ出産被保険者１人について次に定
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める額 

  ア 第１項第１号オに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ９４０円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 １，４１０円 

  イ 第１項第２号オに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 １，５６７円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ２，３５０円 

  ウ 第１項第３号オに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，５０７円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ３，７６０円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ３，１３４円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ４，７００円 

 第２４条を第２５条とし、第２３条を第２４条とし、第２２条を第２３条と

し、第２１条の次に次の１条を加える。 

 （出産被保険者に係る届出） 

第２２条 保険税の納税義務者は、世帯に出産被保険者がある場合には、次に

掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなければならない。 

 (1) 納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

(2) 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

(3) 出産予定日 

(4) 単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

(5) その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の届書の提出に当たり、納税義務者は、次に掲げる書類を添えて提出

しなければならない。 

 (1) 出産の予定日を明らかにすることができる書類 

 (2) 多胎妊娠の場合には、その旨を明らかにすることができる書類 

 (3) 出産後に前項に規定する届出を行う場合には、出産した被保険者と出産

に係る子との身分関係を明らかにすることができる書類 

３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産予定月の６か月前から行

うことができる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、出産被保険者について同項各号に掲

げる事項及び第２項各号に掲げる書類において明らかにすべき事項を確認す
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ることができる場合は、第１項の規定による届出を省略させることができる。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の秦野市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度

分の国民健康保険税のうち令和６年１月以後の期間に係るもの及び令和６年

度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分の国民健康

保険税のうち令和５年１２月以前の期間に係るもの及び令和４年度分までの

国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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議案第５９号 秦野市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

（保険税の減額） （保険税の減額） 

第１６条 （略） 第１６条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 保険税の納税義務者の属する世帯に地方税法施行令（昭和 

２５年政令第２４５号）第５６条の８９第４項に規定する出産

被保険者（以下「出産被保険者」という。）がある場合におけ

るその納税義務者に対して課する所得割額及び被保険者均等割

額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあって 

は、その減額後の被保険者均等割額）は、その所得割額及び被

保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ

の各号に定める額を減額して得た額（その減額して得た額が、

第３条第２項ただし書、同条第３項ただし書及び同条第４項た

だし書に規定する額を超える場合には、その額）とする。 

 

 (1) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額

 第４条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額 

に、出産被保険者の出産の予定日（地方税法施行規則（昭和

２９年総理府令第２３号）第２４条の３０の５に定める場合

には、出産の日）の属する月（以下「出産予定月」とい 

う。）の前月（多胎妊娠の場合には、３か月前）から出産予

定月の翌々月までの期間（以下「産前産後期間」という。）
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のうちその年度に属する月数を乗じて得た額 

 (2) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者

均等割額 第５条に規定する被保険者均等割額の１２分の１

の額に、出産被保険者の産前産後期間のうちその年度に属す

る月数を乗じて得た額として、次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ出産被保険者１人について次に定める額 

 

  ア 第１項第１号アに規定する金額を減額した世帯  

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，２２０円  

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ３，３３０円  

  イ 第１項第２号アに規定する金額を減額した世帯  

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ３，７００円  

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ５，５５０円  

  ウ 第１項第３号アに規定する金額を減額した世帯  

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ５，９２０円  

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ８，８８０円  

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯  

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ７，４００円  

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 １１，１００円  

 (3) 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課

税額の所得割額 第７条の規定により算定した所得割額の 

１２分の１の額に、出産被保険者の産前産後期間のうちその

年度に属する月数を乗じて得た額 
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 (4) 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課

税額の被保険者均等割額 第８条に規定する被保険者均等割

額の１２分の１の額に、出産被保険者の産前産後期間のうち

その年度に属する月数を乗じて得た額として、次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれ出産被保険者１人について次に定

める額 

 

  ア 第１項第１号ウに規定する金額を減額した世帯  

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ８２０円  

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 １，２３０円  

  イ 第１項第２号ウに規定する金額を減額した世帯  

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 １，３６７円  

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ２，０５０円  

  ウ 第１項第３号ウに規定する金額を減額した世帯  

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，１８７円  

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ３，２８０円  

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯  

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，７３４円  

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ４，１００円  

 (5) 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の所

得割額 第１０条の規定により算定した所得割額の１２分の

１の額に、出産被保険者の産前産後期間のうちその年度に属

する月数を乗じて得た額 
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 (6) 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被

保険者均等割額 第１１条に規定する被保険者均等割額の 

１２分の１の額に、出産被保険者の産前産後期間のうちその

年度に属する月数を乗じて得た額として、次に掲げる世帯の

区分に応じ、それぞれ出産被保険者１人について次に定める

額 

 

  ア 第１項第１号オに規定する金額を減額した世帯  

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ９４０円  

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 １，４１０円  

  イ 第１項第２号オに規定する金額を減額した世帯  

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 １，５６７円  

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ２，３５０円  

  ウ 第１項第３号オに規定する金額を減額した世帯  

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，５０７円  

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ３，７６０円  

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯  

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ３，１３４円  

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ４，７００円  

 （出産被保険者に係る届出）  

第２２条 保険税の納税義務者は、世帯に出産被保険者がある場

合には、次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなけれ

ばならない。 
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 (1) 納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号  

 (2) 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号  

 (3) 出産予定日  

 (4) 単胎妊娠又は多胎妊娠の別  

 (5) その他市長が必要と認める事項  

２ 前項の届書の提出に当たり、納税義務者は、次に掲げる書類

を添えて提出しなければならない。 

 

 (1) 出産の予定日を明らかにすることができる書類  

 (2) 多胎妊娠の場合には、その旨を明らかにすることができる

書類 

 

 (3) 出産後に前項に規定する届出を行う場合には、出産した被

保険者と出産に係る子との身分関係を明らかにすることがで

きる書類 

 

３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産予定月の６

か月前から行うことができる。 

 

４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、出産被保険者について

同項各号に掲げる事項及び第２項各号に掲げる書類において明

らかにすべき事項を確認することができる場合は、第１項の規

定による届出を省略させることができる。 

 

（保険税の納税通知書）  （保険税の納税通知書） 

第２３条 （略） 

 

第２２条 （略） 
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 （税額の端数計算の特例）  （税額の端数計算の特例） 

第２４条 （略） 第２３条 （略） 

 （秦野市行政手続に関する条例の適用除外）  （秦野市行政手続に関する条例の適用除外） 

第２５条 （略） 第２４条 （略） 

  

  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。  

 （適用区分）  

２ この条例による改正後の秦野市国民健康保険税条例の規定 

は、令和５年度分の国民健康保険税のうち令和６年１月以後の

期間に係るもの及び令和６年度以後の年度分の国民健康保険税

について適用し、令和５年度分の国民健康保険税のうち令和５

年１２月以前の期間に係るもの及び令和４年度分までの国民健

康保険税については、なお従前の例による。 
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議案第５９号資料  

 

秦野市国民健康保険税条例の一部を改正することについて 

 

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一

部を改正する法律の施行に伴う、地方税法施行令の一部改正により、出産する

被保険者に係る産前産後期間相当分の所得割額及び均等割額を減額するため、

国民健康保険税条例について所要の改正を行うものです。 

 

１ 改正の内容 

国民健康保険税について、子育て世帯の経済的負担軽減、次世代育成支援

等の観点から、出産する被保険者に係る産前産後期間相当分（４か月間。多

胎妊娠の場合は６か月間）の所得割額及び均等割額を減額します。 

 

２ 軽減期間及び軽減額（例 出産予定日 令和６年１０月） 

  【単胎妊娠の場合】 

  出産予定日の前月から出産予定日の翌々月まで 

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 

    
 

  

 

〈参考〉所得別軽減額一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※出産する被保険者が４０歳以上の場合、介護保険分が加わるため、 

軽減額が変わります。 

  

所得額 所得割軽減額 均等割軽減額 合計軽減額 

200 万円 46,628 円 10,134 円 56,762 円 

90 万円 

（２割軽減） 
13,958 円 8,107 円 22,065 円 

70 万円 

（５割軽減） 
8,019 円 5,067 円 13,086 円 

０万円 

（７割軽減） 
0 円 3,040 円 3,040 円 

 

出産予定日 

軽 減 期 間 
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  【多胎妊娠の場合】 

  出産予定日の３か月前から出産予定日の翌々月まで 

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 

   
 

   

 

〈参考〉所得別軽減額一覧 

所得額 所得割軽減額 均等割軽減額 合計軽減額 

200 万円 69,943 円 15,200 円 85,143 円 

90 万円 

（２割軽減） 
20,938 円 12,160 円 33,098 円 

70 万円 

（５割軽減） 
12,028 円 7,600 円 19,628 円 

０万円 

（７割軽減） 
0 円 4,560 円 4,560 円 

※出産する被保険者が４０歳以上の場合、介護保険分が加わるため、 

軽減額が変わります。 

 

３ 影響想定額 

  約１０５万円 

  （令和４年度出産件数７９件に本制度改正を適用して試算） 

 

４ 費用負担 

  公費（国１／２、県１／４、市１／４） 

 

５ 施行日 

令和６年１月１日 

出産予定日 

 軽 減 期 間 
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